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リスク評価のあり方等に関する検討について 

（職場における化学物質等の管理のあり方に関する検討会及び WG での検討） 

 

１ 経緯 

【職場における化学物質等の管理のあり方に関する検討会（あり方検討会）】 

化学物質による労働災害（がんなどの遅発性疾病は除く。）は年間 450 件程度で推移し、

法令による規制の対象となっていない物質による労働災害も頻発しているとともに、化学物

質等による重大な職業性疾病も後を絶たない状況にある。 

   このため、化学物質等を取り扱う事業場において、サプライチェーン等を通じた化学物質

等の危険有害性等の情報をもとに、適切な化学物質等の管理（健康障害防止対策）の実施

を充実・強化するとともに、知識、人材等が不十分な中小企業や製造業以外の業種の事業

場などを中心に取組が不十分な事業場への取組を強化するため、当面及び中長期的な取

組について検討を行っている。（令和元年９月から検討を開始し、これまで計９回開催） 

 

  （検討会参集者名簿） 

明石 祐二  （一社）日本経済団体連合会労働法制本部統括主幹 

   漆原  肇  日本労働組合総連合会総合労働局雇用対策局長 

   大前 和幸  慶応義塾大学名誉教授 

   城内  博  日本大学理工学部特任教授 

   髙橋 義和  ＵＡゼンセン政策・労働条件局部長 

   中澤 善美  全国中小企業団体中央会常務理事 

   永松 茂樹  （一社）日本化学工業協会常務理事 

   名古屋俊士  早稲田大学名誉教授 

   三柴 丈典  近畿大学法学部教授 

   宮腰 雅仁  ＪＥＣ連合副事務局長 

 

２ 検討状況及び今後の対応 

  以下のテーマについて順次検討を実施 

（１）サプライチェーン等を通じた化学物質等の危険有害性等の情報伝達 

    本テーマについて重点的な検討を行ってきたところであり、７月に開催した検討会で見直

しの方向性をとりまとめたところ。 

＜とりまとめられた主な方向性（有害性情報関連）)＞ 

   ［ラベル表示・SDS 交付による情報伝達を徹底・充実させるための取組・支援］ 

    ○行政による支援 

     ・モデルラベル・モデル SDS の作成・更新（これまでの 3014 物質から拡大）。 

・国が様々な既存化学物質の危険性・有害性に関する知見・情報を収集し、ウェブサ

イト等で積極的に公表。この際、情報源が一元化できるよう、関係省庁・機関で連携。 
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［ラベル表示・SDS 交付の充実］ 

・ラベル表示・SDS 交付の対象とする物質については、法令で義務対象とする物質を、

国がモデルラベル・SDS を作成している物質（3,014 物質）まで拡大。 

 

（２）伝達された情報に基づく事業場における化学物質等の管理・対策（管理体系全体、特別

規則、リスクアセスメント等）と中小企業等での管理・対策を促進するための措置のあり方 

    現在の化学物質管理体系については以下の課題があることを踏まえ、化学物質の管理

体系のあり方について検討。 

   （現行の化学物質管理体系の課題） 

○ 特別規則の対象となる「個別管理物質」は、物質ごとに局排等の設置、健康診断など

具体的な措置が罰則付きで義務付けられているため、国のリスク評価の結果、「個別

管理物質」に追加することが決まると、使用をやめて「自主管理物質」に変更し、その結

果十分な対策がとられずに労働災害が発生するといった “いたちごっこ” のような状

況が生じている。 

     ※１つの物質について、国によるリスク評価において、危険有害性に係るデータを調

べ、ばく露実態を調査し、「個別管理」の対象とするかどうかを決定するためには、概

ね 10 年以上の時間を要している 

○ 「個別管理物質」と比べて、「自主管理物質」は法令上求められる措置の具体性に乏

しく、その結果「個別管理物質」と「自主管理物質」との間に、ばく露防止措置の実効性

という点で大きな差が生じている。 

○ 化学物質による労働災害（がんなどの遅発性疾病は除く）の多く（約８割）が、「自主

管理物質」によって発生している。 

 

（３）管理・対策等の検討を踏まえた、化学物質のリスク評価、有害性調査等のあり方 

    本テーマについては、あり方検討会における（２）の規制のあり方の検討の方向性を踏ま

え、リスク評価や有害性調査等のあり方を検討するため、あり方検討会の下にリスク評価ワ

ーキンググループ（ＷＧ）を設置し、10 月から検討を開始して、来年度の早い段階でとりまと

めを行う。 

   

  ＜ＷＧにおける検討事項のイメージ（案）＞ 

① 化学物質に関する管理体系のあり方 

     個別に措置を定める特別規則による管理（国によるリスク評価で規制が必要とされ

た物質は特別規則に追加）と、リスクアセスメントを基本とする自律的な管理の今後の

関係性を整理し、これを踏まえた管理体系のあり方について検討 
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② 管理体系を踏まえたリスク評価のあり方 

       化学物質の管理体系を踏まえた国によるリスク評価及び事業者によるリスク評価の

あり方について、他の法令や海外の取組も参考としつつ、効率的・効果的なリスク評価

の仕組みについて検討 

○ 規制の仕組みの見直しを踏まえたリスク評価のあり方 

○ リスク評価における手段の１つとして実施している国による各種試験（発がん性試

験など）のあり方 

○ 有害性等に関する情報の一元化、他省との連携 

 

③ 新規化学物質の有害性調査 

       変異原性試験を中心に運用している有害性調査制度について、他の法令や GHS と

の整合性等も勘案して、あり方を検討  

 

 

（参考）あり方検討会におけるリスク評価に関連する主な意見 

○ 省庁別にばらばらにやっているリスク評価について、適用は別々だとしても、その基

本となる評価までは統一するべき。 

○ 化審法の届出情報を共有して労災防止対策に活用できないか。 

○ 他省庁、他法令との連携を促進し、企業の化学物質管理の負担を軽減するべき。 

○ 新規化学物質の有害性調査で実施されている変異原性試験について、GHS の分類

判定基準など国際的な整合性から位置づけし直す必要がある。 



○化学物質規制の仕組みの見直しイメージ

国が実施したGHS分類で
危険性・有害性がない物質

国が実施したGHS分類で
危険性・有害性がある物質

許容濃度又は
ばく露限界値が示されて
いる危険・有害な物質

石綿等
管理使用

が困難な物質

新規化学物質の届出

●製造、使用等の禁止
【８物質】

●製造許可【７物質】
●特化則, 有機則等に

規定する措置の実施
義務【122物質】

●ラベル表示義務
●SDS 交付義務
●リスクアセスメント義務

【約3,000物質まで拡大】

自律管理が困難で
有害性が高い物質

個
別
管
理

物
質

自
律
管
理
物
質

国による
GHS分類未
実施の物質

国
に
よ
る
Ｇ
Ｈ
Ｓ
分
類

国内外の知見を踏まえて
濃度基準を設定

基本的に個別管理物質に追加
はしないが、重篤な労働災害
が多発するなど要件を満たす
物質が出てきた場合に検討

（注）国がGHS分類未実施の物質であっても、GHS分類に基づく危険有害性がある物質については、
ラベル表示、SDS交付、リスクアセスメント実施の努力義務がある

●ばく露限界値以
下での管理義務
【数百物質】

●衛生基準（一般
ルール）の遵守
義務

一定の要件を満
たせば適用除外
（自律管理）を
可能とするか

（第９回（9月30日）あり方検討会資料）


